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参考資料 1 

災害発生時の場面整理 

緊急対応期 応急期 復旧期 

当日 3日間 1週間 概ね 1 ヶ月間 概ね 1 ヶ月以降 

避難・救援・安否確認 避難所生活 仮設住宅生活 
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被災者の避難所までの移動などの

緊急的な輸送の需要が発生 

バス事業者 行政関係者 道路管理者 交通管理者 

通院や入浴などの最低限

交通確保のための臨時的

な輸送の需要が発生 

バス事業者 行政関係者 

道路管理者 交通管理者 

仮設住宅への移行に伴

い、通勤通学、買物など

に関わる公共交通需要が

変化 

 

バス事業者 行政関係者 

道路管理者 交通管理者 

全関係機関 

鉄軌道、駅舎、電力供給施設等が被災したため、代替バス運行の必要性が発生 

ダイヤがある程度通常化し

て交通結節点にアクセスし

やすくなる。 

 
全関係機関 

遠隔地への移動のため、高速バスや新幹線との接続の需要が発生 

社屋等が被災 

全関係機関 

道路が被災して定期路線バスを運行できない 

バス事業者 行政関係者 道路管理者 交通管理者 

道路の啓開や仮復旧が終了 

バス車両が被災して、路線バスを運行できない 

バス事業者 行政関係者 

他地域から寄付等により車両を入所 

燃料が安定的に供給 燃料不足により、路線バスを運行できない 

バス事業者 行政関係者 

被災した乗務員の回復や

燃料が安定的に供給 乗務員が被災またはマイカー通勤者の燃料不足により通勤できず、乗務員が不足 

バス事業者 

業務体制の回復 災害の緊急対応の取組みにより、運行にあたる職員が不足 

バス事業者 

停電等が復旧し、平常時の通信・連絡手段が使用できる 停電や基地局の被災により、平常時の通信・連絡手段が使用できず、

情報を伝達できない 

バス事業者 行政関係者 鉄道事業者 

各関係機関で情報収集しなければいけないので、その労力がかかる上、情報も不足 

バス事業者 行政関係者 鉄道事業者 

日々変化する公共交通の運行情報を地域住民等に情報発信しきれない 

バス事業者 行政関係者 鉄道事業者 

事務所内の 

職員が被災 

全関係機関 

関係機関 

バス事業者 

鉄道事業者 

道路管理者 

交通管理者 

行政関係者 

全関係機関 

運行中に乗客と 

乗務員が被災 

バス事業者 

鉄道事業者 

単独で対応 

場合によって 

連携が必要 

連携が必要 
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